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​「インドネシア・ショック（財政および経済的混乱）」へのリスク​

​について、表面化している問題と、その裏に隠れている潜在的なリスクを整理します。​

​https://www.jiji.com/jc/article?k=2026021500266&g=int​

​中国主導の高速鉄道、債務返済に苦慮　年​
​１１０億円を国費負担へ―インドネシア​

​1. 表面化している直接的なリスク​
​まずは、記事から読み取れる明白な懸念点です。​

​●​ ​「国費負担ゼロ」の公約崩壊による財政圧迫​
​当初、中国側は「政府保証なし（国費負担なし）」を条件に受注しましたが、結果的に年​
​110億円規模の国費投入が決定しました。これは、インドネシアの国家予算の硬直化を招​
​き、他のインフラ投資や社会保障予算を削る要因となります。​

​●​ ​需要予測の甘さと構造的赤字​
​1日の利用者が予測の3分の1以下（2万人未満）という現実は、単なる「立ち上がりの遅​
​れ」ではなく、駅の立地や運賃設定といった「ビジネスモデルの失敗」を示唆していま​
​す。延伸しない限り黒字化は見込めず、延伸すればさらに債務が増えるというジレンマに​
​陥っています。​

​●​ ​中国への債務依存（債務の罠）​
​事業費の75％を中国国家開発銀行からの融資に頼っており、金利負担が経営を圧迫してい​
​ます。返済が滞れば、戦略的資産（鉄道や土地）の運営権を中国に握られる「スリランカ​
​型」の債務問題に発展するリスクがあります。​

​2. まだ見えない「隠れたリスク」​
​記事の裏側に潜む、より深刻な二次的リスクを想定します。​

​●​ ​「負の連鎖」による他プロジェクトへの波及​
​インドネシアは現在、首都移転（ヌサンタラ）という巨大プロジェクトを抱えています。​
​高速鉄道での財政負担増は、首都移転に回すべき資金や投資家の信頼を奪います。これに​
​より、国全体の大型プロジェクトが共倒れになるリスクがあります。​

​●​ ​通貨ルピアの急落（為替リスク）​
​対中債務は外貨建て（または外貨連動）である可能性が高く、世界的な金利動向やインド​
​ネシアの財政悪化を嫌気してルピアが売られた場合、返済負担は実質的に数倍に膨れ上が​
​ります。これが一気に「ショック」を引き起こすトリガーになり得ます。​
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​●​ ​プラボウォ政権のポピュリズム化と財政規律の緩和​
​現政権が「高速鉄道の失敗を隠すため」に、さらなるバラマキ政策や不透明な政府保証を​
​拡大する可能性があります。財政赤字をGDP比3％以内に抑えるという法的規律が形骸化​
​すれば、格付け機関による格下げを招き、資本流出が加速します。​

​●​ ​地政学的な「踏み絵」と外交的制約​
​中国への債務返済を優先せざるを得ない状況は、南シナ海問題などでインドネシアが中国​
​に対して強い態度を取れなくなる「外交的な沈黙」を強いることになります。これは日本​
​や米国との安全保障協力において足かせとなり、地域の不安定化を招くリスクがありま​
​す。​

​●​ ​隠れたメンテナンス・コストの増大​
​建設費だけでなく、稼働後のメンテナンス部品や技術支援も中国に依存し続けることにな​
​ります。中国側が返済交渉のカードとして保守部品の供給や技術提供を制限、あるいは高​
​値で提示した場合、鉄道そのものが「動く負債」として放置されるリスク（ホワイト・エ​
​レファント化）があります。​

​経済ショックのリスク想定​
​この記事が示唆しているのは、単なる「一つのインフラ事業の赤字」ではありません。「政府​
​の予測能力への不信感」と「中国依存による財政の不透明化」が、インドネシア経済全体の信​
​用リスク（カントリーリスク）を押し上げている点に最大の危うさがあります。​

​市場が「インドネシアは自力でこの債務をコントロールできない」と判断した瞬間、通貨売り​
​と資本流出が同時に起きる「インドネシア・ショック」が現実味を帯びてくると考えられま​
​す。​

​５重苦の連鎖的ショックの発生​

​もし「インドネシア・ショック」が現実のものとなれば、「超インフレ・失業・食糧・エネル​
​ギー・金融」の5重苦が連鎖的に発生するシナリオは十分に想定されます。​

​特に、現在のインドネシアが抱える構造的な脆弱性を踏まえると、単なる景気後退にとどまら​
​ず、社会基盤を揺るがす混乱に発展するリスクがあります。具体的にどのような連鎖が起こり​
​得るか整理しました。​

​1. 超インフレと通貨ルピアの暴落​
​インドネシアは食料（小麦、大豆、砂糖など）やエネルギーの多くを輸入に頼っています。​

​●​ ​トリガー:​​財政赤字への懸念から外資が一斉に引き揚げ、通貨ルピアが急落します。​
​●​ ​結果:​​輸入コストが跳ね上がり、国内の物価が爆発的に上昇する「輸入インフレ」が発​

​生します。1998年のアジア通貨危機の際には、物価上昇率が一時70%を超えた過去があ​
​ります。​

​2. 失業者の激増と「中所得国の罠」​



​インドネシアの製造業はGDP比で見ると縮小傾向（早期デインダストリアライゼーション）に​
​あり、雇用が不安定な「非正規雇用」や「サービス業」に偏っています。​

​●​ ​リスク:​​経済がストップすれば、労働集約型の工場や建設現場から真っ先に労働者が解​
​雇されます。​

​●​ ​結果:​​毎年約350万人という膨大な新卒者が労働市場に流入しているため、雇用先が消​
​滅すれば若者の不満が爆発し、治安悪化や暴動の引き金になります。​

​3. 食糧難とエネルギー難の同時発生​
​プラボウォ政権は「食料自給」を掲げていますが、現状はまだ道半ばです。​

​●​ ​食料:​​異常気象（エルニーニョ等）による国内生産の減少と、通貨安による輸入停止が​
​重なれば、主食である米の価格が高騰し、貧困層から飢餓リスクが高まります。​

​●​ ​エネルギー:​​インドネシアは産油国から純輸入国に転落しており、燃料補助金が国家予​
​算を圧迫しています。財政が破綻して補助金がカットされれば、ガソリン代や電気代が​
​数倍に跳ね上がり、物流と生活が完全に麻痺します。​

​4. 金融難と信用崩壊​
​●​ ​銀行の連鎖破綻:​​物価高を抑えるために中央銀行が金利を急激に上げざるを得なくな​

​り、借金を抱える企業や家計がパンクします。​
​●​ ​政府債務の不履行（デフォルト）:​​中国への高速鉄道債務や首都移転の巨額負債が払え​

​なくなり、国家としての信用が失墜すれば、国内銀行からの資金引き出し（取り付け騒​
​ぎ）が起こるリスクもあります。​

​なぜ「まだ見えないリスク」が怖いのか？​
​現在、表面上は「GDP成長率5%」を維持しており、安定しているように見えます。しかし、そ​
​の内実は「借金によるインフラ投資」と「資源輸出」に依存しているからです。​

​●​ ​隠れたリスク:​​資源価格（石炭やニッケル）が暴落した瞬間に、これまで隠せていた​
​「高速鉄道の赤字」や「放漫な財政」が、一気に修復不可能なレベルで露呈することで​
​す。​

​一度この連鎖が始まると、経済の教科書通りのパニックがドミノ倒しのように起こる土壌は、​
​残念ながら整ってしまっています。特に「若者の失業」と「食糧価格」は、インドネシアにお​
​いて政権崩壊に直結する最も危険な導火線です。​

​インドネシア・ショックが現実化した場合、日本へ働きに来ることを希望している層（特定技​
​能や技能実習生など）や、既に日本で働いているインドネシア人の方々への影響は、非常に深​
​刻かつ構造的なものになります。​

​「日本に行けば稼げる」という単純な構図が崩れ、送り出し側と受け入れ側の双方が混乱に巻​



​き込まれるリスクを、以下の3つの構造的な視点で分析します。​

​1. 「送り出し」の構造的マヒ：手数料と借金の増大​
​現在、多くの若者が日本へ行くために、現地の送り出し機関への支払い（教育費や手続き代​
​行）を借金で賄っています。​

​●​ ​為替差損による「出発不能」:​​ルピアが暴落すると、円建てやドル建てで計算される航​
​空券代やビザ申請費用が、インドネシア国内では「数倍の価格」に跳ね上がります。​

​●​ ​初期費用の借金地獄:​​出発前にルピアで借りた借金が、超インフレによる金利上昇で膨​
​れ上がります。日本での初任給の数年分に相当する額まで借金が膨らめば、日本へ行く​
​動機そのものが「夢」から「返済不能なリスク」に変わります。​

​2. 「出稼ぎ」の経済的合理性の喪失​
​日本での労働は「日本で生活し、余った円をルピアに換えて家族に仕送りする」というモデル​
​です。​

​●​ ​仕送り額の実質低下:​​2026年現在の円安傾向に加え、インドネシア国内が超インフレに​
​なると、日本から送る「数万円」で現地で買える食料や燃料の量が激減します。「日本​
​で働いても家族を養えない」という状況になれば、労働意欲の減退や、より賃金の高い​
​他国（韓国や中東など）への流出が加速します。​

​●​ ​不法残留（オーバーステイ）の誘発:​​現地の経済が崩壊し、帰国しても仕事がない（失​
​業者の激増）状態になれば、ビザが切れても無理やり日本に残り、地下経済で働こうと​
​する人が増える構造的なリスクがあります。​

​3. 日本側の受け入れ構造の脆弱化​
​日本側（企業や監理団体）にとっても、このショックは大きな打撃となります。​

​●​ ​計画的な採用の崩壊:​​日本の建設や介護現場は、数年先までの人材確保をインドネシア​
​に依存し始めています。現地経済の混乱で送り出し機関が倒産したり、若者が募集に応​
​じられなくなったりすれば、日本の現場は深刻な人手不足に陥ります。​

​●​ ​サポートコストの増大:​​日本にいる実習生が「家族が食糧難で困っている」とパニック​
​になれば、企業はメンタルケアや生活支援に追われることになります。​



​構造的な影響まとめ：負のドミノ​

​影響フェーズ​ ​具体的な事象​

​募集段階​ ​超インフレで教育費・渡航費が払えず、日本行きを断念する有能な若​
​者が続出。​

​渡航直前​ ​送り出し機関の経営破綻により、手続き中の若者が「待機状態」のま​
​ま放置される。​

​日本滞在中​ ​仕送りの価値が暴落し、家族の生活が困窮。出稼ぎの目的を喪失し、​
​失踪リスクが増大。​

​帰国後​ ​経済破綻した母国に仕事がなく、日本での経験を活かせない「キャリ​
​アの断絶」が発生。​

​今後への視点​
​このシナリオが起きた際、「いかにして送金以外の価値（現物支給的なサポートや、現地での​
​再雇用保証など）を提示できるか」が、事業の持続性を左右する鍵になるかもしれません。​

​特に、今のインドネシアは「若さ」が武器ですが、経済ショックはその若者たちのエネルギー​
​を「絶望」に変えてしまう力を持っています。そのリスクを今のうちから想定しておくこと​
​は、非常に鋭い視点になると思います。​

​ぜひInstagramでフォローしてください！最新の外国人材情報のリアルが手に入ります。​




